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Ⅰ . はじめに
　情報技術がめざましく発達するなか，現代の企業経営においては，さまざま
な業務に情報技術が利用されつつあるが，北陸三県中小企業の会計実務におい
てももちろん例外ではない。ほとんどの企業は，会計業務に何らかのかたちで
情報システムを導入しており，もはや純粋な手作業のみによる会計処理を行な
う企業を探すのは全く不可能であろう。
　ただ， わが国の中小企業の「会計情報システム」構築に関する研究は，これま
でほとんどなく，中小企業が現実にどのような「会計情報システム」を構築して
いるかといった実態についてはこれまでほとんど明らかにされてこなかった。
　そこで本稿では，こうしたことを明らかにするためにアンケート調査を実施
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し，富山県，石川県，福井県の北陸三県中小企業の「会計情報システム」はど
のような現状にあるのか，あるいはまたどのような課題を抱えているのか見い
だすことを目的として調査した。
　もちろん北陸三県中小企業の調査をもって，わが国の中小企業全体を母集団
として語ることは不可能である。わが国においては，中小企業の数は膨大であ
り，そのすべてを調査することは不可能に近いし，これまでもそのような調査
はなされてこなかった。ただ，本稿では，今回の北陸三県中小企業の調査をもっ
て中小企業の実態を少しでも垣間見ることを目的としている。
　本稿の構成は，第Ⅱ節において，アンケート調査の概要と回答企業について
言及した上で，第Ⅲ節においては，今回の調査の記述統計を示す。第Ⅳ節にお
いては，そうしたデータをもとに，北陸三県中小企業と拙稿（2012）で調査し
たわが国上場企業の「会計情報システム」構築の実態について，どのような相
違があるのか，仮説発見的に比較検討する。第Ⅴ節においては，本稿をまとめ
たうえで今後の課題を提示したい。
Ⅱ．アンケート調査の概要と回答企業
１．アンケート調査の概要
　本調査は，北陸三県企業を対象とした実態調査である。2012 年 11 月にアン
ケート調査を実施した。調査方法は往復ともに郵送を用いた。調査対象企業は，
金融業と保険業を除く北陸三県の企業で，従業員数が 100 名以上の企業を対象
とした（調査票回収後，100 名未満になっていた企業も存在した）。該当企業
は 399 社で 95 社から回答を得た。回収率は 23.8% であった。
　回答を得たすべての企業を対象に別途分析し有効利用させていただいている
が，本稿では，そのうち，資本金が５億未満の中小企業 79 社 （19.8%）を取り
出し，先行研究である上東（2012）の上場企業 133 社の調査結果（1）と比較検
討することにする。
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　今回のアンケート調査の分析対象企業 79 社の属する業界については，建設
19%，食品 2.5%，繊維 2.5%，パルプ・紙 2.5%，化学・薬品 3.8%，石油・ゴ
ム・ガラス・セメント 2.5%，鉄鋼・金属 8.9%，一般機械 3.8%，電気機械 6.3%，
輸送用機器 1.3%，精密・その他製造 7.6%，卸売・小売 10.1%，不動産 1.3%，
運輸・倉庫 3.8%，情報・通信 8.9%，電気・ガス 2.5%，サービス 3.8%，その
他 8.9% であった。
度数 パーセント
（％）
建設 15 18.99 
食品 2 2.53 
繊維 2 2.53 
パルプ・紙 2 2.53 
化学・薬品 3 3.80 
石油・ゴム・ガラス・セメント 2 2.53 
鉄鋼・金属 7 8.86 
一般機械 3 3.80 
電気機械 5 6.33 
輸送用機器 1 1.27 
精密・その他製造 6 7.59 
卸売・小売 8 10.13 
不動産 1 1.27 
運輸・倉庫 3 3.80 
情報・通信 7 8.86 
電気・ガス 2 2.53 
サービス 3 3.80 
その他 7 8.86 
合計 79 100
　今回のアンケート調査の回答企業の業種については，製造業・非製造業の大
分類では，製造業が 40.5%，非製造業が 54.4%，その他 5.1% であった。その
内訳は製造業 40.5%，卸・小売業 15.2%，サービス業 7.6%，情報通信業 8.9%，
運輸業 3.8%，電気・ガス業 1.3%，建設業 17.7%，その他 5.1% であった。
　企業規模について，資本金は，1 億未満 68.4%，1 億～ 5 億未満 31.7% となっ
ている。
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（注記）
　（1）上東（2012）の回収データについても記載しておく。本調査は，東京証券取引所
一部上場企業，二部上場企業を対象とした実態調査である。2012年３月と４月にアンケー
ト調査を実施した。調査方法は往復ともに郵送を用いた。先発企業には，3 月に郵送し，
同月締め切りで，後発企業には 4 月に郵送し，同月締め切りで回答を依頼した。調査対
象企業は，金融業と保険業を除く東証一部上場企業，二部上場企業の 1,863 社で，その
うち 133 社から回答を得た。回収率は 7.14% であった。
　上東（2012）のアンケート調査の回答企業の属する業界については，建設 8.3%，食品
3.8%，繊維 2.3%，パルプ・紙 0.8%，化学・薬品 12.0%，石油・ゴム・ガラス・セメント 1.5%，
鉄鋼・金属7.5%，一般機械12.0%，電気機械9.0%，輸送用機器6.8%，精密・その他製造6.8%，
卸売・小売 12,0%，不動産 2.3%，運輸・倉庫 2.3%，情報・通信 3.0%，電気・ガス 2.3%，
サービス 1.5%，その他 1.5%，無回答 4.5% であった。
Ⅲ . アンケート調査の記述統計
１．経理部門と情報システム部門の概要
①経理部門の規模
　北陸三県中小企業について，経理部門の規模は５人以下が 72.2%，5 人から
10人が20.3%で10名以下でほとんどを占める。上場企業よりも小規模であった。
②経理部門の業務
　北陸三県中小企業の経理部門の業務としては，分析の都合上 7 点リッカート
スケールで尋ねたが３点リッカートスケールに直したところ，「財務会計」業
務については，「多い」50.7%，「普通」42.9%，「あまりない」が 6.5% で，や
はり財務会計業務が経理業務の多くを占めている。「管理会計」業務と「税務
会計」業務については，「普通」と答えた企業が多く，それぞれ 65.3%，53.4%
となる。経理業務の多寡については上場企業とそれほど相違がないように思わ
れる。
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２．システムの開発形態
　上東（2012）で上場企業にシステムの開発形態について尋ねたところ，最
も多かったのは「自社開発ソフトとパッケージソフトを利用している」で
42.8%，次いで「ERP を利用している」が 32.8%，「自社で開発している」
11.5% であった。
　一方，この度の北陸三県中小企業について，最も多かったのは「ERP 以
4
外
4
のパッケージソフトを利用している」で 26.6%，次いで「自社開発ソフト
と ERP 以外
4 4
のパッケージを利用している」が 22.8%，「自社で開発している」
15.2%，「自社開発ソフトとERPを利用している」12.7%，「ERPを利用している」
10.1%，「ERP と ERP 以外
4 4
のパッケージを利用している」7.6%,「その他」が
5.1% であった。ERP 以外
4 4
のパッケージと自社開発あるいはその組み合わせが
多いようである。なお，「その他」の自由記述欄には，「親会社のシステムを利
用」という記述もあった。
北陸三県中小企業のシステム開発形態 ：
①パッケージソフト導入の理由
　北陸三県中小企業について，パッケージソフト導入の理由や自社開発してい
る理由について，先行研究（高田橋・坂上，2004）に依拠してリッカートスケー
ルで尋ねた。パッケージソフト導入の理由については，「自社開発よりもコス
トが安くつくため」，「自社開発よりも優れた機能が提供されるため」について
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尋ねた。
　「自社開発よりもコストが安くつくため」は，「あてはまる」40.5%，「どち
らともいえない」10.1%，「あてはまらない」7.6%，「その他」41.8% であった。
「自社開発よりも優れた機能が提供されるため」は，「あてはまる」29.1%，「ど
ちらともいえない」が最も多く 13.9%，「あてはまらない」8.9% の順で，「その他」
は 48.1% であった。
　「その他」の自由記述欄には，「法改正へのスムーズな対応のため」，「自社開
発は将来的にソフトのメンテナンスが困難になるため」などがあった。
②自社開発の理由
　業務システムを自社で開発している企業の開発理由については，「自社固有
のニーズを満たすため」，「きめ細かなメンテナンスが可能であるため」につい
て尋ねた。
　「自社固有のニーズを満たすため」は，「あてはまる」は 31.7%，「あてはま
らない」5.1%,「どちらともいえない」3.8%であったが，「その他」が59.5%あった。
「きめ細かなメンテナンスが可能であるため」は，「あてはまる」20.3%，「ど
ちらともいえない」8.9%，「あてはまらない」8.9%，「その他」が 62.0% であり，
先行研究（高田橋・坂上，2004）に依拠したが，「その他」が多かった。
　「その他」の自由記述欄には，「情報システム部門がソフトウエア開発をして
いるため」，「パッケージソフトは機能の追加等で時間がかかる」などの記述が
あった。
３．システムの運用・保守について
①会計情報システムの経過年数
　北陸三県中小企業の現行会計情報システムの経過年数は「10 年超」が 35.9%
と最も多かった。次いで「５～７年」18.0%，「３～５年」16.7%，「７～ 10 年」
14.1%，「１～ 3 年」12.8% の順となった。10 年超の企業がやや多いが，何ら
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かの傾向のようなものはみられない。現行会計情報システムの経過年数につい
ては，上場企業と変わらない様子である。
②会計情報システムの修正・改善の頻度
　会計情報システムの修正・改善の頻度は，上場企業に比べて「その他」が多
く 42.9% であったが，「2 年～３年ごと」29.9%，「１年ごと」15.6%，「半年ごと」
10.4% の順となっている。修正・改善の頻度については，上場企業とやや異な
る様子である。
③会計情報システムの見直しの可能性
　北陸三県中小企業の会計情報システムの見直しの可能性については，「検討
している」10.1%，「どちらともいえない」59.5%，「検討していない」26.6% であっ
た。上場企業よりもやや消極的なようであった。
④利用ハードウエア
　北陸三県中小企業の会計情報システムのために利用しているハードウエア
は，「パソコン（LAN）」が圧倒的に多く 85.7%，「オープンシステム系」6.5%，「汎
用機」3.9%,「オフコン」2.6% などはごく少数である点で上場企業とは異なる。
４．会計業務の「システム化の範囲」
　北陸三県中小企業の会計業務のシステム化の度合いについて，「一般会計」，
「固定資産管理」，「仕入債務管理」，「売上債権管理」，「予算管理」，「現金管理」，
「原価管理」，「利益管理」，「資金管理」，「経営分析」，「投資分析」，「経費管理」，「連
結会計」，「税務申告」について , 分析の都合上 7 点リッカートスケールで尋ね
たが３点リッカートスケールに直した結果（１「システム化されている」から
３「システム化されていない」）は，以下の通りとなった。
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「システム化さ
れている」
「どちらともい
えない」
「システム化さ
れていない」
平均 標準偏差
一 般 会 計 80.5% 18.2% 1.3% 1.21 0.44 
固定資産管理 52.6% 35.9% 11.5% 1.59 0.69 
仕入債務管理 67.5% 28.6% 3.9% 1.36 0.56 
売上債権管理 63.6% 26.0% 10.4% 1.47 0.68 
予 算 管 理 20.0% 50.7% 29.3% 2.09 0.70 
現 金 管 理 44.7% 35.5% 19.7% 1.75 0.77 
原 価 管 理 48.6% 37.8% 13.5% 1.65 0.71 
利 益 管 理 46.1% 42.1% 11.8% 1.66 0.68 
資 金 管 理 22.7% 49.3% 28.0% 2.05 0.72 
経 営 分 析 16.0% 53.3% 30.7% 2.15 0.67 
投 資 分 析 6.9% 48.6% 44.4% 2.38 0.62 
経 費 管 理 34.7% 53.3% 12.0% 1.77 0.65 
連 結 会 計 25.0% 32.7% 42.3% 2.17 0.81 
税 務 申 告 27.5% 47.8% 24.6% 1.97 0.73
 
　「一般会計」，「固定資産管理」，「仕入債務管理」，「売上債権管理」は，「シス
テム化されている」が，それぞれ 80.5%，52.6%，67.5%，63.6% で，上場企業
のように多いとはいえないが，過半数の企業でシステム化されている。
　「予算管理」は，「どちらともいえない」が 50.7%，「システム化されている」
は 20.0% で，必ずしもシステム化されているとはいえない。
　「現金管理」，「原価管理」，「利益管理」は，「システム化されている」が最も多く，
それぞれ 44.7%，48.6%，46.1% であるが，上記「一般会計」，「固定資産管理」，「仕
入債務管理」，「売上債権管理」に比べてシステム化されている割合が低くなる。
　「資金管理」，「経営分析」は，「どちらともいえない」が最も多くそれぞれ
49.3%，53.3% であり，「システム化されている」はそれぞれ 22.7%，16.0% と
システム化されている割合は低い。
　「投資分析」は，「どちらともいえない」48.6% であるが，「システム化され
ていない」が 44.4%，「システム化されている」が 6.9% に過ぎず，ほとんどシ
ステム化されていないようである。
　「経費管理」は，「どちらともいえない」53.3%，「システム化されている」
が 34.7% であり，上場企業よりもシステム化されている割合が低かった。
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　「連結会計」も，「システム化されていない」が 42.3% あり，システム化は
進んでいない。というよりも後にみるように連結子会社をもつ企業は，この度
の調査の中小企業のなかで 17 社に過ぎなかったことがそもそもの原因である。
　「税務申告」は，「どちらともいえない」47.8% であるが，「システム化され
ている」が 27.5% あり，思ったよりもよりもシステム化されている割合が高
くなっている。
 
　以上を比較すると，「システム化されている」という答えが最も多かったのは，
「一般会計」で 80.5%，次いで「仕入債務管理」67.5%，さらに「売上債権管理」
63.6% でこの３つが多くを占める。続いて「固定資産管理」52.6%，「原価管理」
48.6%，「利益管理」46.1%，「現金管理」44.7%，「経費管理」34.7% の順となった。
　逆にほとんどシステム化されていないものとしては，「投資分析」6.9%，「経
営分析」16.0%，「予算管理」20.0%，「資金管理」22.7%，「連結会計」25.0%,
「税務申告」27.5% の順であった。
５．会計情報システムとの「統合化の範囲」
　北陸三県中小企業の会計情報システムとの「統合化の範囲」については，「購
買管理システム」，「販売管理システム」，「在庫管理システム」，「人事管理シス

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テム」，「生産管理システム」，「品質管理システム」，「顧客管理システム」，「物
流管理システム」との統合化について，分析の都合上 7 点リッカートスケール
で尋ねたが３点リッカートスケールに直したところ，以下の通りとなった（１
「統合化されている」から３「統合化されていない」）。
「統合化されて
いる」
「どちらともい
えない」
「統合化されて
いない」
平均 標準偏差
購買管理システム 25.0% 33.3% 41.7% 2.17 0,81
販売管理システム 28.8% 26.0% 45.2% 2.16 0.85
在庫管理システム 16.2% 29.4% 54.4% 2.38 0.75
人事管理システム 9.5% 28.4% 62.2% 2.53 0.67
生産管理システム 7.9% 28.6% 63.5% 2.56 0.642
品質管理システム 0.0% 17.7% 82.3% 2.82 0.385
顧客管理システム 15.7% 30.0% 54.3% 2.39 0.75
物流管理システム 3.1% 21.9% 75.0% 2.72 0.52
　「購買管理システム」，「販売管理システム」，「在庫管理システム」は，「統合
化されている」がそれぞれ 25.0%，28.8%，16.2% で，会計情報システムとこ
の３つのシステムとの統合は，上場企業でみられたほど多くない。
　「人事管理システム」は，「統合化されていない」が最も多く 62.2%，「統合
されている」は 9.5% に過ぎず，ほとんど統合化が進んでいないようである。
　「生産管理システム」は，「統合化されていない」が最も多く 63.5% で，「統
合化されている」が 7.9% に過ぎず，購買，販売，在庫とともに統合化されて
いる割合は低い。
　「品質管理システム」は，「統合化されていない」が 82.3% で，そもそもこ
うしたシステムをもたない企業も含めて，ほとんど統合化されていない。
　「顧客管理システム」，「物流管理システム」は，それぞれ「統合化されていない」
が 54.3%，75.0% で，「統合化されている」がそれぞれ 15.7%，3.1% に過ぎず，
購買，販売，在庫とともに統合化されている割合は低い。
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　以上を比較すると，「統合化されている」という答えが最も多かったのは，「販
売管理システム」で 28.8% あるが，次いで「購買管理システム」で 25.0%，さ
らに「在庫管理システム」16.2% で，上場企業と異なりこの３つさえも少ない。
　逆に「統合化されている」という回答が最も少なかったものとしては，「品
質管理システム」0.0%，「物流管理システム」3.1%，「生産管理システム」7.9%，
「人事管理システム」9.5%，「顧客管理システム」15.7% の順であった。なお，
これはそもそも「生産管理システム」や「品質管理システム」をもたない企業
も含めての順位である。
　以上より北陸三県中小企業では，会計情報システムと他の業務システムは，
ほとんど統合化が進んでいないのが現状のようである。
６．ERP の導入について
　上場企業の ERP の導入について尋ねたところ，上東（2012）の上場企業
の回収データからは，既に導入しているが 51.6% で半数を超えていた。一方，
北陸三県中小企業の ERP の導入について尋ねたところ，この度の北陸三県の
中小企業の回収データからは，既に導入しているが 10 社の 14% に過ぎず，導

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入していない企業が 86% で大半である。導入している企業の導入理由として
は，「親会社が使用しているから」という会社もあった。導入企業が 52% で半
数を超えていた上場企業とかなり異なる様子である。
　導入していない企業のうち，導入の可能性について聞いてみたところ，「ど
ちらともいえない」が最も多く 27.1%，「導入の可能性なし」が 25.4%，「導入
の可能性あり」が 20.3%，「ほとんど導入の可能性なし」が 15.3% の順であった。
　さらに ERP 導入の理由，導入しているモジュール，ERP を使用する業務に
ついても尋ねたが，該当するケース数が少ないので，本稿では省略する。
　なお，北陸三県中小企業に ERP とは別にデータウエアハウスやデータベー
スを構築しているかどうかについて，分析の都合上 7 点リッカートスケールで
尋ねたが３点リッカートスケールに直したところ，「構築している」と答えた
企業が 38.6%，「どちらともいえない」24.6%，「構築していない」36.8% であっ
た。ERP は導入していなくとも何らかの統合的なデータ管理の要請はあるよ
うである。
７．会計情報システムのネットワーク化の諸状況
①会計情報システムのネットワーク化の形態
　上場企業が会計情報システムをどのような環境で構築しているかについて
は，「クライアント・サーバーのサーバー」上で処理していると回答した企業
が最も多く 36.4%，次いで「LAN 環境のパソコン」上とした会社が 34.9%，「ク
ライアント・サーバーの端末」上で処理していると回答した社が 14.7% であっ
た。さらに「インターネットを利用したASP」で処理しているとした企業も7.0%
であった（上東，2013）。
　北陸三県中小企業については，「LAN 環境のパソコン」上とした会社が最
も多く 43.6%，「クライアント・サーバーのサーバー」で処理していると回答
した企業が 24.4%，次いで「クライアント・サーバーの端末」上で処理して
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いると回答した社が 15.4%，「スタンドアローン」で利用しているとした社も
12.8% あり，「インターネットを利用した ASP」で処理しているとした企業は
2.6% であった。会計情報システムをどのようなネットワーク環境で構築して
いるかということについては，上場企業と異なる様子である。
北陸三県中小企業の会計情報システムのネットワーク化の形態 ：
 
②本社と事業所のネットワーク化
　北陸三県中小企業の本社と事業所とのネットワーク化については，「リアル
タイムで共有できる」とした企業が 42.9% で上場企業よりも少ないが，「月次
バッチ処理で集計する」とした社は 42.9% で上場企業よりも多い。さらに「四
半期バッチ処理」とした社が 1.43% であった。事業所とのネットワーク化に
ついては上場企業と異なる様子である。
③会計情報の入手・利用できる範囲
　会計情報の入手・利用できる範囲については，「個人別に権限が設定されて
いる」43.2%，「全部門のデータ」が 29.7%，「自部門のデータのみ」17.6%，「上
位部門のデータまで」4.1%，「下流部門のデータまで」1.35%，「その他」4.1%
となっている。
④各種帳票の閲覧
　各種の帳票の閲覧について尋ねたところ，「業務別の帳票は端末機から閲覧
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できる」が最も多く 47.4%，「業務別の帳票は端末機から閲覧し加工できる」
23.7%，さらに「業務別の帳票はレポートの配布のみで閲覧できる」と「閲覧
できない」が同数で 13.2% の順となっている。
⑤エンドユーザー・コンピューティング
　北陸三県中小企業のエンドユーザ ・ーコンピューティングの実現については，
分析の都合上 7 点リッカートスケールで尋ねたが３点リッカートスケールに直
したところ，「どちらともいえない」と答えた企業が最も多く 50.7%，「実現さ
れている」20.3%，「実現されていない」29.0% で，「どちらともいえない」が
多くあまりはっきりとしない状況である。
⑥会計データの入力方法について
　上場企業の会計データの入力方法については，「基幹業務で仕訳以前のデー
タを分散入力し自動仕訳している」と答えた企業が最も多く44.1% もあった（上
東，2012）。
　それに対し，北陸三県中小企業の会計データの入力方法については，「仕訳
済みデータを経理部門もしくは担当部門で集中入力している」とした企業が
最も多く 38.2%，次いで「仕訳以前のデータを経理部門もしくは担当部門で集
中入力している」とした社が 35.5%，「基幹業務で仕訳以前のデータを分散入
力し自動仕訳している」と答えた企業 10.5%，さらに「仕訳済みデータを各業
務部門で分散入力している」が 6.6%，「仕訳以前のデータを各業務部門で分散
入力し自動仕訳している」5.3% であった。仕訳以前か仕訳済みかは別として，
要は経理部門でもしくは担当部門で集中入力している企業が多いというのが特
徴であろう。上場企業とはかなり様子が異なっている。
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北陸三県中小企業の会計データの入力方法 ：
８. 管理会計情報の作成と利用について
　管理会計情報の作成と利用について尋ねたところ，「コンピュータで作成し
ている」と答えた社が 67.5% であるが，手作業で作成していると答えた社も
22.1% と予想した以上に多かったが，この点は上場企業と同じである。
　コンピュータで作成していると答えた企業にその詳細を尋ねたところ「パッ
ケージソフトと表計算ソフトで作成」，「表計算ソフトで作成」が最も多く同数
で 32.3%，続いて「基幹システムと表計算ソフトで作成」していると答えた企
業が 27.4% であった。
　コンピュータで作成している管理会計情報のなかで多かった手法は，多重回
答で尋ねたところ「利益管理」が最も多く 15.2%，続いて「経費管理」13.3%，「予
算管理」11.9%，「資金管理」11.4%，「原価管理」10.8%，「個別原価計算」9.1%，
「資産管理」8.3%，「経営分析」8.0%，「総合原価計算」4.4% で，「CVP 分析」2.2%，
「直接原価計算」1.7% などが続く。上場企業に比べて経費管理などの割合が大
きいが，それ以外は概ね同じである。経費管理は先にみたようにシステム化さ
れていないため，管理会計情報として作成されているのかもしれない。
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９．業務情報の作成と利用について
　北陸三県中小企業の会計情報以外の業務情報の作成と利用については，分析
の都合上 7 点リッカートスケールで尋ねたが３点リッカートスケールに直した
ところ，以下の通りであった。
「あてはまる」
「どちらともい
えない」
「あてはまらな
い」
平均 標準偏差
購買情報 64.1% 20.3% 15.6% 1.52 0.76
販売情報 76.1% 11.9% 11.9% 1.36 0.69
在庫情報 57.6% 23.7% 18.6% 1.61 0.79
人事情報 58.2% 31.3% 10.4% 1.52 0.68
生産情報 47.2% 28.3% 24.5% 1.77 0.82
品質情報 32.0% 30.0% 38.0% 2.06 0.84
顧客情報 50.0% 31.7% 18.3% 1.68 0.77
物流情報 21.3% 34.0% 44.7% 2.23 0.79
　「購買情報」，「販売情報」，「在庫情報」については，「あてはまる」が多く，
それぞれ 64.1%，76.1%，57.6% で，上場企業同様，多くの企業で作成・利用
されている。「人事情報」についても 58.2% で過半数の企業で作成・利用され
ている。「生産情報」については， 47.2% の企業で作成・利用されている。「顧
客情報」についても 50.0% で半数の企業で作成・利用されている。「品質情報」，
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「物流情報」については「どちらともいえない」がそれぞれ 30.0%，34.0%，「あ
てはまる」はそれぞれ 32.0%，21.3% で，こうした情報を作成・利用する企業
が少ないのは上場企業と同じである。
 
　以上を比較すると「あてはまる」の多いのは，「販売情報」76.1%，「購買情報」
64.1%，「人事情報」58.2%，「在庫情報」57.6%，「顧客情報」50.0%，「生産情報」
47.2%，「品質情報」32.0%，「物流情報」21.3% の順となる。
　いわゆる会計情報以外にもかなりさまざまな情報が利用されていることがわ
かる。こうした情報のうち販売情報でよく利用されていたのが，「受注管理情報」
26.5%，「請求管理情報」28.4%，「出荷管理情報」20.7% などであった。
　在庫情報で多く用いられていたのが「入出荷情報」40.2%,「棚卸管理情報」
39.2% などであった。上場企業と同じ傾向である。
　同様に購買情報では，「外注・仕入管理情報」27.5%，「発注管理情報」26.7%，「受
入管理情報」22.1% をはじめとする。
　人事情報では，「給与管理情報」34.4%，「勤怠管理情報」30.6% などであった。
上場企業と同じ傾向である。
　顧客情報では，「履歴管理情報」50.8%，「顧客別収益性情報」32.3% などであっ
た。

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　生産情報では，「生産計画情報」37.3%，「工程管理情報」25.4%，「部品表管
理情報」16.4% をはじめ全般的に多かった。
　品質管理情報については，「出荷検査情報」32.5%，「クレーム調査情報」
30.0%，「受入検査情報」25.0% などであった。
　物流管理情報では「出荷・輸送管理情報」36.1%，「倉庫管理情報」30.6% な
などであった。上場企業と同じ傾向である。
　いわゆる管理会計情報というもののみならず，かなり多様な情報が利用され
ている。会計情報システムなどはもはやこうした多様な情報システムのなかの
ロジックの一つに過ぎないといえるだろう。
　以上はもちろん業界・業種，企業規模などで変わってくることと思われるが，
今回のサンプル数のみでは業界・業種や企業規模ごとに集計して表示するほど
のデータがなかった。
10．電子商取引，電子情報開示
①電子商取引の採用
　電子商取引の採用については，「未採用」とした社が最も多く，58.1% であっ
た。次いで，「販売のみ採用」，「その他一部でも採用」は同数で 14.9%，「販売
と購買の両方とも採用（一部の取引先に採用）」10.8%，「その他」は 1.4% であっ
た。
②電子商取引と会計情報システムの連動
　電子商取引を実施していると回答した企業のうち，会計情報システムとの連
動について尋ねたところ，無回答が 22 社あったが，有効回答の割合は，「全く
連動していない」80.7%，「部分的に連動している」12.3% であり，「完全に連
動している」が 1.8%，「あまり連動していない」が 3.5% に過ぎない。上場企
業と比較して連動している割合が低いようである。
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③電子情報開示
　上場企業の場合は電子情報開示については「既に実施している」とした社が
ほとんどで，93.7%であった（上東，2012）。これに対して北陸三県中小企業では，
「既に実施している」は 6.5% に過ぎず，「まだ実施していないが，実施を検討
中である」が 33.9% であった。ほとんどすべての上場企業が何らかのかたち
でインターネット上に情報開示するようになったこととは対照的であった。
　なお，質問表では，連結会計情報システムの導入についても尋ねたが，連結
子会社を持つ企業が 17 社の 21.4% に過ぎないため，本稿では省略する。
　以上，この度のアンケート調査の記述統計についてみたが，以上の結果は
あくまでもこの度の北陸三県中小企業と上東（2012）での回収された上場企
業のサンプルの平均であり，母集団の構成比率を示したものとは必ずしもい
えない。そこで次節においては，さらに記述統計レベルで上場企業と北陸三
県中小企業を比較した上で，推測統計によってサンプルを超えた「統計的一
般化」を試みる。
Ⅳ . 比較：上場企業と北陸三県中小企業の「会計情報システム」構築
　本節ではアンケート調査のデータをもとに北陸三県中小企業の「会計情報シ
ステム」構築の現状と実態について，上場企業と比べてどのように異なるかを
考察する。そしてそのことを通して北陸三県中小企業の「会計情報システム」
構築を展望する。
１．経理部門と情報システム部門の概要
　既に記述統計でみたが，上場企業の経理部門の規模はばらつきがあったが，
北陸三県中小企業については，経理部門の規模は５人以下が 72.2%，5 人から
10 人が 20.3% で，10 人以下でほとんどを占める。以下は，北陸三県中小企業
と上場企業の経理部門の規模を比較したものである。
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北陸三県中小企業と上場企業の経理部門の規模 ：
　また既に記述統計でみたが，上場企業，北陸三県中小企業とも，「財務会計」
業務が多めで，「管理会計」業務と「税務会計」業務については，「普通」と答
えた企業が多かった。
　以上，経理部門の規模については，北陸三県中小企業と上場企業の間でｔ検
定を行った結果，有意な差があったが，財務会計業務，管理会計業務，税務会
計業務といった経理業務の多寡については有意な差がなかった。
経理部門とその業務について ：
独立サンプルの T 検定
 2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
経理部門の規模 ＊＊ -.517
財 務 会 計 業 務 n.s. -.304
管 理 会 計 業 務 n.s. -.088
税 務 会 計 業 務 n.s. -.214
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性のな
いものについては，Welch の検定を行った結果である。
　そこで以下の仮説を提示したい。
仮説：上場企業と北陸三県中小企業では経理部門の規模は異なるが経理業務の

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内容は異ならない
　こうした状況のもとで，以下，さまざまな領域で北陸三県中小企業と上場企
業を比較する。
２．システムの開発形態とシステムの運用・保守
①システムの開発形態
　上場企業のシステムの開発形態で最も多かったのは「自社開発ソフトとパッ
ケージソフトを利用している」で，次いで「ERP を利用している」であった（上
東，2012）。一方，北陸三県中小企業については，最も多かったのは「ERP 以
4
外
4
のパッケージソフトを利用している」や「自社開発ソフトと ERP 以外
4 4
のパッ
ケージを利用している」であった。以下は，上場企業と北陸三県中小企業のシ
ステム開発形態を比較したものである。
上場企業と北陸三県中小企業のシステム開発形態の比較 ：
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　上場企業と北陸三県中小企業で比較すると ERP の利用は圧倒的に上場企業
のほうが多いが，北陸三県中小企業は，ERP 以外
4 4
のパッケージソフトの利用
が多い。大まかにいえば，上場企業は ERP と自社開発で，北陸三県中小企業
は ERP 以外
4 4
のパッケージと自社開発でシステムを構築している企業が多いよ
うである。
②システムの見直しの可能性
　会計情報システムの見直しの可能性については，既に記述統計でもみたよう
に，「ある」と回答したのは，上場企業のほうが多く 37.6%，「ない」と答えた
のは北陸三県中小企業の方が多く 26.6% であった。
　以上の①システムの開発形態について，北陸三県中小企業と上場企業でｔ検
定を行った結果，システムの開発形態に有意な差があった。
業務システムの開発形態について ：
独立サンプルの T 検定
2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
シ ス テ ム 開 発 形 態 ＊＊ .676
システムの見直しの可能性 ＊＊ .930
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性のないもの
については，Welch の検定を行った結果である。
　以下の仮説を提示したい。
仮説：上場企業と北陸三県中小企業ではシステムの開発形態が異なる
　なお，システムの開発形態に有意な差があったので，②システム見直しの可
能性についても，北陸三県中小企業と上場企業でｔ検定を行った結果，有意な
差があった。
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③システムの運用・保守について
　また，システムの運用・保守について，北陸三県中小企業と上場企業でｔ検
定を行った結果，システムの修正・改善の頻度，利用ハードウエアには有意な
差があったが，システムの経過年数には差がなかった。
2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
シ ス テ ム の 経 過 年 数 n.s. .096
システムの修正・改善の頻度 ＊＊ .682
利 用 ハ ー ド ウ エ ア ＊＊ -.758
４．会計業務の「システム化の範囲」
①北陸三県中小企業と上場企業における会計情報システムの「システム化の範
囲」の相違
　既に記述統計でみたように上場企業，北陸三県中小企業とも「システム化さ
れている」という答えが最も多かったのは，「一般会計」で，次いで「仕入債
務管理」，さらに「売上債権管理」であったが，次図のようにこれらには差が
みられる。
　続いてシステム化されていた，「固定資産管理」，「原価管理」，「利益管理」，「現
金管理」，「経費管理」についても同様であった。
　逆にほとんどシステム化されていないものとして，「投資分析」，「経営分析」，
「予算管理」，「資金管理」，「連結会計」,「税務申告」も図の通りである。以下は，
上場企業と北陸三県中小企業の会計情報システムの「システム化の範囲」を比
較したものである。
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上場企業と北陸三県中小企業の会計情報システムの 「システム化の範囲」 の比較 ：
　会計情報システムの ｢システム化の範囲｣ について，北陸三県中小企業と上
場企業でｔ検定を行った結果，固定資産管理，仕入債務管理，売上債権管理，
予算管理，現金管理，経費管理，連結会計には有意な差があったが，一般会計，
原価管理，利益管理，資金管理，経営分析，投資分析，税務申告には差がなかった。
会計業務の 「システム化の範囲」 について ：
独立サンプルの T 検定
2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
一 般 会 計 n.s. .052
固定資産管理 ＊＊ .889
仕入債務管理 ＊＊ .403
売上債権管理 ＊＊ .690
予 算 管 理 ＊＊ .969
現 金 管 理 ＊＊ .819
原 価 管 理 n.s. .368
利 益 管 理 n.s. .036
資 金 管 理 n.s. .257
経 営 分 析 n.s. .588
投 資 分 析 n.s. -.092
経 費 管 理 ＊＊ .638
連 結 会 計 ＊＊ 1.287
税 務 申 告 n.s. .345
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性の
ないものについては，Welch の検定を行った結果である。
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　以下の仮説を提示したい。
仮説：上場企業と北陸三県中小企業では，会計業務の「システム化の範囲」の
一部が異なる
②北陸三県中小企業の会計情報システムの「システム化の範囲」相互の関係
　北陸三県中小企業の会計情報システムの「システム化の範囲」のそれぞれの
変数について，リッカートスケールで尋ねたものなので Spearman の相関係
数をとったところ，「仕入債務管理」と「売上債権管理」のシステム化に強い
相関がみられた。以下，Spearman の相関係数について示す。
相関係数
Spearman のロー
一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 原価管理 利益管理 資金管理
一 般 会 計 1.000 .494（＊＊）.624（＊＊）.538（＊＊） .162 .159 .209 .083
固定資産管理 .494（＊＊） 1.000 .543（＊＊）.358（＊＊） .245（＊） .085 .201 .158
仕入債務管理 .624（＊＊）.543（＊＊） 1.000 .632（＊＊） .126 .336（＊＊）.367（＊＊） .053
売上債権管理 .538（＊＊）.358（＊＊）.632（＊＊） 1.000 .282（＊）.469（＊＊）.435（＊＊） .158
予 算 管 理 .162 .245（＊） .126 .282（＊） 1.000 .248（＊）.495（＊＊）.492（＊＊）
原 価 管 理 .159 .085 .336（＊＊）.469（＊＊） .248（＊） 1.000 .563（＊＊） .297（＊）
利 益 管 理 .209 .201 .367（＊＊）.435（＊＊）.495（＊＊）.563（＊＊） 1.000 .491（＊＊）
資 金 管 理 .083 .158 .053 .158 .492（＊＊） .297（＊）.491（＊＊） 1.000
＊＊相関は，1 % 水準で有意 （両側）
＊　相関は，5 % 水準で有意 （両側）
　「仕入債務管理」と「売上債権管理」は同時にシステム化される傾向がある
のではないかと考えられる。この点は上場企業と同じである。
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５．会計情報システムとの「統合化の範囲」
①北陸三県中小企業と上場企業における会計情報システムとの「統合化の範囲」
の相違
　「統合化されている」という答えが最も多かった「販売管理システム」，「購
買管理システム」，「在庫管理システム」は，上場企業では，約半数の企業で実
現されているが，北陸三県中小企業では，次図のようにこの３つさえも少ない。
「人事管理システム」は，上場企業では，それほど統合化が進んでいないよう
であったが，北陸三県中小企業では，ほとんど統合化が進んでいないようであ
る。以下は，上場企業と北陸三県中小企業の会計情報システムとの「統合化の
範囲」を比較したものである。
上場企業と北陸三県中小企業の会計情報システムとの 「統合化の範囲」 の比較 ：
 
　会計情報システムとの ｢統合化の範囲｣ について，北陸三県中小企業と上場
企業でｔ検定を行った結果，顧客管理システムとの統合を除いて，「購買管理
システム」，「販売管理システム」，「在庫管理システム」，「人事管理システム」，「生
産管理システム」，「品質管理システム」，「物流管理システム」との間に有意な
差があった。
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会計情報との 「統合化の範囲」 について ：
独立サンプルの T 検定
 2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
購買管理システムとの統合 ＊＊ 1.489
販売管理システムとの統合 ＊＊ 1.532
在庫管理システムとの統合 ＊＊ 1.852
人事管理システムとの統合 ＊＊ 1.046
生産管理システムとの統合 ＊＊ 1.112
品質管理システムとの統合 ＊＊ .884
顧客管理システムとの統合 n.s .574
物流管理システムとの統合 ＊＊ 1.707
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性のないものに
ついては，Welch の検定を行った結果である。
　会計情報システムとほとんどのシステムとの統合で有意な差がでている。以
下の仮説を提示したい。
　
仮説：上場企業と北陸三県中小企業では会計情報システムとの「統合化の範囲」
が異なる
②北陸三県中小企業の会計情報システムとの「統合化の範囲」相互の関係
　また北陸三県中小企業の会計情報システムと統合化されているシステムにつ
いて，リッカートスケールで質問したため Spearman の相関係数をとったと
ころ，購買管理システムとの統合と販売管理システムとの統合，在庫管理シス
テムとの統合に強い相関がみられ，生産管理システムや品質管理システムとの
統合や物流管理システムとの統合などにも相関がみられた。
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相関係数
Spearman のロー
購買管理 販売管理 在庫管理 人事管理 生産管理 品質管理 顧客管理 物流管理
購買管理
システム
との統合
1.000 .763（＊＊）.720（＊＊）.310（＊＊）.590（＊＊）.454（＊＊）.559（＊＊）.439（＊＊）
販売管理
システム
との統合
.763（＊＊） 1.000 .705（＊＊）.323（＊＊）.567（＊＊）.411（＊＊）.688（＊＊）.517（＊＊）
在庫管理
システム
との統合
.720（＊＊）.705（＊＊） 1.000 .428（＊＊）.576（＊＊）.547（＊＊）.439（＊＊）.585（＊＊）
人事管理
システム
との統合
.310（＊＊）.323（＊＊）.428（＊＊） 1.000 .407（＊＊）.595（＊＊）.382（＊＊）.485（＊＊）
生産管理
システム
との統合
.590（＊＊）.567（＊＊）.576（＊＊）.407（＊＊） 1.000 .641（＊＊）.415（＊＊）.815（＊＊）
品質管理
システム
との統合
.454（＊＊）.411（＊＊）.547（＊＊）.595（＊＊）.641（＊＊） 1.000 .405（＊＊）.789（＊＊）
顧客管理
システム
との統合
.559（＊＊）.688（＊＊）.439（＊＊）.382（＊＊）.415（＊＊）.405（＊＊） 1.000 .418（＊＊）
物流管理
システム
との統合
.439（＊＊）.517（＊＊）.585（＊＊）.485（＊＊）.815（＊＊）.789（＊＊）.418（＊＊） 1.000
＊＊相関は，1 % 水準で有意（両側）
＊　相関は，5 % 水準で有意（両側）
　購買管理システムと販売管理システム，在庫管理システムとの統合などは同
時に統合化される傾向にあるのではないかと考えられる。この点は上場企業と
同じである。
５．ERP の導入について
　上場企業の ERP の導入は，上東（2012）の上場企業の回収データからは，「既
に導入している」が 51.6% で半数を超えていたが，北陸三県中小企業の ERP
の導入は，この度の北陸三県中小企業の回収データからは，既に導入している
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が10社の14%に過ぎず，導入していない企業が86%でほとんどである。以下は，
上場企業と北陸三県中小企業の ERP の導入を比較したものである。
上場企業と北陸三県中小企業の ERP 導入の比較 ：
　そこで ERP の導入について，北陸三県中小企業と上場企業でｔ検定を行っ
た結果，ERP の導入の可能性について有意な差があった。
ERP の導入について ：
独立サンプルの T 検定
 2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
ERP の導入の可能性 ＊＊ 1.549
ERP 以外のデータウエアハウスの構築 ＊＊ 1.072
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性のないものについては，
Welch の検定を行った結果である。
　以下の仮説を提示したい。
仮説：上場企業と北陸三県中小企業では ERP の導入に差がある
　ERP 導入の理由，導入しているモジュール，ERP を使用する業務などの
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考察については，該当するケース数が少なかったので，本稿では省略するが，
ERP とは別のデータウエアハウスの構築について，北陸三県中小企業と上場
企業でｔ検定を行った結果，有意な差がでた。
７．会計情報システムのネットワーク化の諸状況
①会計情報システムのネットワーク化の形態
　会計情報システムをクライアント・サーバーのサーバー上で処理しているか，
ピア・ネットワークの LAN 環境のパソコン上か，さらにクライアント・サー
バーの端末か，あるいはインターネットを利用した ASP で処理しているかの
相違であるが，北陸三県中小企業の会計情報システムのネットワーク化の形態
を上場企業のそれと比較するとLAN環境のパソコン上が多く，スタンドアロー
ンでの利用もあるが，クライアントサーバーでの利用が少ない。以下は，上場
企業と北陸三県中小企業のネットワーク化の形態を比較したものである。
上場企業と北陸三県中小企業のネットワーク化の形態の比較 ：
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②本社と事業所のネットワーク化
　「リアルタイムで共有できる」とした企業，「バッチ処理で集計する」とした
企業の相違であるが，北陸三県中小企業は，既に記述統計でみたように，事業
所とのネットワーク化については上場企業よりもバッチ処理が多かった。
　以上，①会計情報システムのネットワーク化の形態，②本社と事業所のネッ
トワーク化について，北陸三県中小企業と上場企業でｔ検定を行った結果，有
意な差があった。また，それ以外にも会計情報の入手・利用できる範囲，各種
帳票の閲覧などで有意な差があった。
会計情報システムのネットワーク化の諸状況について ：
独立サンプルの T 検定
 2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
ネットワーク化の形態 ＊＊ -.685
入手・利用できる範囲 ＊＊ 1.338
事業所とのネットワーク化 ＊＊ .359
帳票の閲覧 ＊＊ -.420
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性のないもの
については，Welch の検定を行った結果である。
　以下の仮説を提示したい。
仮説：上場企業と北陸三県中小企業ではネットワーク化の諸状況に差がある
③会計データの入力方法について
　会計データの入力方法については，上場企業の会計データの入力方法につい
ては，「基幹業務で仕訳以前のデータを分散入力し自動仕訳している」と答え
た企業が最も多かった（上東，2012）。これに対して，北陸三県中小企業では，
既に記述統計でみたように，仕訳済みデータを経理部門で集中入力している企
業，仕訳以前のデータを経理部門で集中入力している会社，つまりは経理部門
で集中入力している企業が圧倒的に多い。以下は，上場企業と北陸三県中小企
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業の会計データの入力方法を比較したものである。
上場企業と北陸三県中小企業の会計データの入力方法の比較 ：
　北陸三県の中小企業は，仕訳以前か仕訳済みかは別として，経理部門もしく
は担当部門で集中入力している企業が多いというのが特徴であった。それに対
して上場企業では，仕訳以前のデータを基幹業務で分散入力している企業が圧
倒的に多いという相違がある。
④エンドユーザー・コンピューティング
　エンドユーザー・コンピューティングについて，記述統計でもみたように上
場企業も北陸三県中小企業も，「どちらともいえない」が多くあまりはっきり
としない状況であったが，やはり上場企業のほうが進んでいるようである。
　以上の③会計データの入力方法について，北陸三県中小企業と上場企業でｔ
検定を行った結果，有意な差があった。
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会計情報システムのネットワーク化の諸状況について ：
独立サンプルの T 検定
 2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
会計データの入力方法 ＊＊ -1.293
エンドユーザーコンピューティングの状況 ＊＊ .936
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性のないものについては，
Welch の検定を行った結果である。
以下の仮説を提示したい。
仮説：上場企業と北陸三県中小企業では会計情報の入力方法に差がある
　さらに④エンドユーザー・コンピューティングについて，北陸三県中小企業
と上場企業でｔ検定を行った結果，エンドユーザー・コンピューティングの状
況にも有意な差があった。
８．管理会計情報の作成と利用について
　管理会計情報を「コンピュータで作成しているか」，「手作業で作成している
か」について，上場企業と北陸三県中小企業でｔ検定を行った結果，差がでな
かった。
　しかし，管理会計情報をコンピュータで作成していると答えた企業の詳細と
して，基幹システムと表計算ソフトで作成しているか，パッケージソフトと表
計算ソフトで作成するか，表計算ソフトのみで作成するかで比較したところ，
上場企業と北陸三県中小企業でｔ検定を行った結果，有意な差があった。
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管理会計情報の作成と利用について ：
独立サンプルの T 検定
 2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
管理会計情報のコンピュータによる作成 n.s. -.056
コンピュータによる作成の詳細 ＊＊ -.314
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性のないものについては，
Welch の検定を行った結果である。
９．業務情報の作成と利用について
　既に記述統計でみたように，上場企業も北陸三県企業も「購買情報」，「販売
情報」，「在庫情報」については，多くの企業で作成・利用され，「人事情報」
についても過半数の企業で作成・利用されて，「生産情報」，「顧客情報」につ
いては約半数の企業で作成・利用され，「品質情報」，「物流情報」については，
両者とも作成・利用する企業は少なかった。
　以上の業務情報の作成と利用について，北陸三県中小企業と上場企業でｔ検
定を行った結果，物流情報を除いて，購買情報，販売情報，在庫情報，人事情
報，顧客情報，生産情報，品質情報とも差がなかった。
業務情報の作成と利用について ：
独立サンプルの T 検定
 2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
業務情報：購買 n.s. .400
業務情報：販売 n.s. .381
業務情報：在庫 n.s. .645
業務情報：人事 n.s. .341
業務情報：顧客 n.s. -.118
業務情報：生産 n.s. .234
業務情報：品質 n.s. .251
業務情報：物流 ＊＊ 1.094
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性の
ないものについては，Welch の検定を行った結果である。
　以下の仮説を提示したい。
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仮説：上場企業と北陸三県中小企業では業務情報の作成と利用に差はない
10．電子商取引，電子情報開示
①電子商取引の採用
　既に記述統計でみたように，上場企業に比べて北陸三県中小企業は「販売」
にせよ「購買」にせよやや採用が少ない。
②電子商取引と会計情報システムの連動
　無効回答も多かったものの記述統計でみたように北陸三県中小企業は，上場
企業と比較して連動している割合が低いようであった。
③電子情報開示
　記述統計でみたように上場企業の電子情報開示については「既に実施してい
る」とした社がほとんどで，93.7% であったのに対して，北陸三県中小企業で
は，「既に実施している」は 6.5% に過ぎず，「まだ実施していないが，実施を
検討中である」の 33.9% を合わせても大きな差があった。以下は，北陸三県
中小企業と上場企業の電子情報開示の状況を比較したものである。
上場企業と北陸三県中小企業の電子情報開示の状況 ：
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　「その他」の自由記述欄は，電子情報開示は，「予定なし」，「未定」，「体制は
整っているが社として行う必要なし」，「子会社のため行っていない」，「実施し
ていないし検討もない」などである。
　以上，①，②の電子商取引関係，③の電子情報開示について，北陸三県中小
企業と上場企業でｔ検定を行った結果，電子商取引の実施，電子商取引と会計
情報システムとの連動，電子情報開示の有無に有意な差があった。
電子商取引， 電子情報開示について ：
独立サンプルのＴ検定
 2 つの母平均の差の検定
有意確率 （両側） 平均値の差
電子商取引の実施 ＊＊ -.374
電子商取引と会計システムとの連動 ＊＊ .811
電子情報開示の有無 ＊＊ 2.035
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
上記の分析結果は Levene 検定により等分散性を調べ，等分散性のないものについては，
Welch の検定を行った結果である。
　以下の仮説を提示したい。
仮説：上場企業と北陸三県中小企業では電子商取引の実施および会計情報シス
テムとの連動，電子情報開示に差がある
Ⅴ．おわりに
　以上，第Ⅱ節において，アンケート調査の概要と回答企業について述べ，第
Ⅲ節において，北陸三県中小企業における「会計情報システム」構築の実態調
査における記述統計について記載し，第Ⅳ節においては，そうしたデータをも
とに上場企業と北陸三県中小企業についてｔ検定を行った。その結果，１．上
場企業と中小企業では経理部門の規模は異なるが経理業務の内容は異ならない
こと，２．上場企業と北陸三県中小企業ではシステムの開発形態が異なること，
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３．会計業務の「システム化の範囲」は，上場企業と中小企業では「売上債権
管理」，「仕入債務管理」，「固定資産管理」，「経費管理」，「予算管理」などで異
なること，４．会計情報システムとの「統合化の範囲」は，上場企業と中小企
業では多くの点で異なること，５．ERP の導入については，上場企業と中小
企業ではかなり差があること，６．会計情報システムのネットワーク化の諸状
況については，上場企業と北陸三県中小企業では，会計情報システムのネット
ワーク化の形態，そして会計データの入力方法などをはじめ多くの点で有意な
差があること，７．管理会計情報の作成と利用については，コンピュータの利
用には差がなかったが，その利用の詳細には差があること，８．業務情報の作
成と利用については，上場企業と北陸三県中小企業で利用に差がないこと，９．
電子商取引の実施および会計情報システムとの連動，電子情報開示には差があ
ることなどを考察した。
　本稿ではアンケート調査による回収データを解析することにより，さまざま
な領域で「統計的一般化」を試みた。しかし，本稿でできたことは企業実務の
おおまかな分類とその傾向をみいだしたに過ぎず，上場企業と北陸三県中小企
業の「会計情報システム」構築を大まかに比較したに過ぎない。
　その結果，本稿は北陸三県中小企業の「会計情報システム」構築が上場企業
のそれよりも劣っていると指摘するわけではない。会計情報システムの構築に
はそれぞれ適合性があるからである。重要なことは，各企業のおかれている状
況とそれに適合した会計情報システムの構築であろう。
　今後の課題として，個々の特定の企業のケースを社会科学の「一般理論」か
ら記述し，説明し，そして予測するアプローチが別途，必要になると考えられ
る。そしてそうした考察を通じて，会計情報システムについてもその技術的な
側面のみではなく，そうしたシステムと組織・人との整合性をもはかってゆく
必要があろう。こうしたことは，とりもなおさず社会科学的なアプロ－チでの
研究となろうが，こうした研究の方法論については，会計研究へ社会学をはじ
めとする社会科学の方法論を援用する方法を紹介した拙稿（2000a; 2000b; 2000
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c; 2000d; 2001）のアプロ－チが有効になると考えている。ただ，こうした研究
については，本稿のレベルを超えるため，稿を改めて行ないたい。
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